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最終更新日：令和 6 年 10 月 30 日
三菱地所健康保険組合



STEP１-１ 基本情報
組合コード 26391
組合名称 三菱地所健康保険組合
形態 単一
業種 不動産業、物品賃貸業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

11,500名
男性66%

（平均年齢44歳）*
女性34%

（平均年齢38歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 19,800名 -名 -名
適用事業所数 21ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

21ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

78‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 1 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 6,641 ∕ 8,155 ＝ 81.4 ％
被保険者 5,357 ∕ 5,936 ＝ 90.2 ％
被扶養者 1,284 ∕ 2,219 ＝ 57.9 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 426 ∕ 1,172 ＝ 36.3 ％
被保険者 398 ∕ 1,103 ＝ 36.1 ％
被扶養者 28 ∕ 69 ＝ 40.6 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 41,826 3,637 - - - -
特定保健指導事業費 34,439 2,995 - - - -
保健指導宣伝費 49,347 4,291 - - - -
疾病予防費 283,104 24,618 - - - -
体育奨励費 100 9 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 50,000 4,348 - - - -
　
小計　…a 458,816 39,897 0 - 0 -
経常支出合計　…b 7,696,164 669,232 - - - -
a/b×100 （%） 5.96 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

15 10 5 0 5 10 15
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 8人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 322人 25〜29 795人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 799人 35〜39 873人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 867人 45〜49 894人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 1,063

人 55〜59 953人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 614人 65〜69 238人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 34人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 8人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 384人 25〜29 690人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 522人 35〜39 498人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 525人 45〜49 426人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 390人 55〜59 235人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 110人 65〜69 24人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 636人 5〜9 655人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 626人 15〜19 603人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 380人 25〜29 31人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 14人 35〜39 5人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 5人 45〜49 2人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 5人 55〜59 3人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 4人 65〜69 6人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 4人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 550人 5〜9 608人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 683人 15〜19 616人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 348人 25〜29 76人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 141人 35〜39 279人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 367人 45〜49 436人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 538人 55〜59 453人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 276人 65〜69 116人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 24人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
１．加入者は若干増加しており、被保険者男性の比率・50歳代の比率が高い特徴がある。
２．男性・女性ともに50歳から54歳が中心であり、加入者の平均年齢の上昇により、疾病リスクが高まりつつある。
３．前期高齢者が年々増加しており、個別の医療リスクに着目する必要がある。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴

事業の一覧
職場環境の整備
　疾病予防 　健康スコア
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関誌発行・配布
　その他 　ICTを活用した情報提供 （健康ポータルサイト）
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査 （被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健康診査 （被扶養者・任継被保険者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導 （被保険者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導 （被扶養者・任意継続被保険者）
　疾病予防 　人間ドック補助 （被保険者）
　疾病予防 　人間ドック補助 （被扶養者・任継被保険者）
　疾病予防 　がん検診
　疾病予防 　がん検診（郵送検診）
　疾病予防 　歯科健診 （被保険者）
　疾病予防 　禁煙外来
　疾病予防 　生活習慣病重症化予防
　疾病予防 　二次検診受診勧奨
　疾病予防 　予防接種補助
　その他 　ジェネリック転換促進
　その他 　契約保養施設
事業主の取組
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備
疾
病
予
防

8 健康スコア 健康スコアによるコラボヘルス 全て 男女
0

〜
74

被保険
者 -

事業所が集まる会合（健康管理事業推
進委員会）にて健康スコアを年1回配布
し、議論。

事業所が健康スコアについて理解した
。

健康スコアを事業所が受領後に、各事
業所内で課題を認識し、自助努力で改
善していくことが難しい。

4

加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

2,5 機関誌発行・
配布 WEB及び紙面の情報提供による健康意識向上 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 -

HPに電子版を年2回掲載し、健康に関
する情報の提供を行った。任継者に対
しては紙媒体を送付し、併せて各種保
健事業をチラシにて案内を行った。

毎年実施されている事業で、加入者に
浸透しているため。

任継者以外は紙媒体の配布をやめたた
め、各種保健事業への申込者数が減少
した。

3

そ
の
他

2,5
ICTを活用した
情報提供 （健
康ポータルサ
イト）

WEBによる健康情報の提供 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 - 継続して検討を行った。 参加業者が増えたことから、選択肢が

広がった。 特になし。 1

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健康診査 
（被保険者） 健診受診率の向上 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 - 事業所の法定健診と一緒に実施し、結

果を共有している。
昨年と同じスキームで実施しているた
め、流れが加入者に浸透しており、ま
た事業所からの案内も実施されている
。

事業所の受診率は特殊な事情がない限
り、ほぼ100％だが、一部受診データを
受領できていない問題がある。

4

3
特定健康診査 
（被扶養者・
任継被保険者
）

健診受診率の向上 全て 男女
40
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

-
健保より案内を直接自宅住所へ送付し
ており、受診時期は各人に任せている
。

昨年と同じスキームで実施しているた
め、流れが加入者に浸透している。未
受診者に対して督促を行っている。

データは事業所を通さないために収集
が容易だが、受診率が上昇しない。 4

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導 
（被保険者） メタボリックシンドローム該当者の減少 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,基準
該当者

- 昨年度の特定健診結果で基準値超の人
に対して、本年度実施。

昨年と同じスキームで実施しているた
め、流れが加入者に浸透している。不
参加者には委託会社に加えて事業所か
らも参加を促している。

これまで前年度の健診データを使用し
た特定保健指導を実施してきたが、特
定健診の受診からできるだけ早期に特
定保健指導を実施するため、令和5年度
分より当年度の健診データを使用した
特定保健指導に移行した。

3

4
特定保健指導 
（被扶養者・
任意継続被保
険者）

メタボリックシンドローム該当者の減少 全て 男女
40
〜
74

被扶養
者,基準
該当者,
任意継

続者
- 昨年度の特定健診結果で基準値超の人

に対して、本年度実施。
昨年と同じスキームで実施しているた
め、流れが加入者に浸透している。不
参加者には委託会社に加えて事業所か
らも参加を促している。

これまで前年度の健診データを使用し
た特定保健指導を実施してきたが、特
定健診の受診からできるだけ早期に特
定保健指導を実施するため、令和5年度
分より当年度の健診データを使用した
特定保健指導に移行した。

3

疾
病
予
防

3
人間ドック補
助 （被保険者
）

加入者の健診実施 全て 男女
30
〜
74

被保険
者 - 被保険者が任意で実施する人間ドック

に対して、健保が費用の一部を負担。
昨年と同じスキームで実施しているた
め、流れが加入者に浸透している。

人間ドックは補助金を入れたとしても
高額なため、多くの加入者は実施しな
い。

4

3
人間ドック補
助 （被扶養者
・任継被保険
者）

加入者の健診実施 全て 男女
30
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

-
被扶養者が任意で実施する人間ドック
に対して、健保が費用の一部を負担。 昨年と同じスキームで実施しているた

め、流れが加入者に浸透している。
人間ドックは補助金を入れたとしても
高額なため、多くの加入者は実施しな
い。 4

3 がん検診 がん検診の実施 全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 -

ガン検診希望者に対して健診費用を健
保が全額負担。

近年は婦人科系ガンに関する認知度が
向上しており、実施者数が増加してい
る。

認知度は向上しているものの、任意の
検査であることに変わりはないため、
検診のハードルが高い婦人科系ガンや
そもそも喫煙者でない人の肺ガン検診
実施率は低い。

4

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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3 がん検診（郵
送検診） がん検診の実施 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 -

郵送でのがん検診を希望者には随時、
検診費用を健保が全額負担するかたち
で実施。

消化器系がんの重要性が世間で高まっ
ているため、がん検診受診希望者は増
加してきている。

任継者以外は紙媒体での案内の配布を
やめたため、申込者数が減少している
。

3

3 歯科健診 （被
保険者） 歯科健診・口腔保健指導の実施 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 - 歯科健診を健保負担で実施している。 昨年と同じスキームで実施しているた

め、流れが加入者に浸透している。 歯科健診に対する関心が薄い。 3

4 禁煙外来 喫煙率の低減による、がん・生活習慣病発症リスクの低減 全て 男女
40
〜
74

被保険
者,基準
該当者

-
スマートフォンによるオンライン診療
、禁煙補助薬の処方、禁煙後のフォロ
ー等の費用を健保が負担するかたちで
令和2年度より実施。

HPへの掲載や広報誌へのチラシの封入
により告知。 加入員の認知度が低い。 3

4 生活習慣病重
症化予防 メタボ系高リスク者の教育入院実施 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
-

健診データから対象者を抽出し、重症
化予防を任意にて実施。費用は全額健
保が負担。

昨年と同じスキームで実施しているた
め、流れが加入者に浸透している。

法定ではなく、任意での実施であるた
め、実施率は低い。 4

3,4 二次検診受診
勧奨 がんの早期発見 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
-

二次検査、通院勧奨を特定健診結果か
ら判断して基準値超の対象者に対して
実施。

昨年と同じスキームで実施しているた
め、流れが加入者に浸透している。
課題及び阻害要因

勧奨後、どの程度の人が通院したのか
まで、把握しきれていない。 4

8 予防接種補助 感染症の予防 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 - インフルエンザ流行期よりも前に案内

を送付。
昨年と同じスキームで実施しているた
め、流れが加入者に浸透している。 特になし。 5

そ
の
他

7 ジェネリック
転換促進 ジェネリック医薬品への切り替え 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
- 後発医薬品への転換案内を定期的に実

施。
後発医薬品の認知度が高まっており、
また被保険者証にもシール貼り付けな
どが実施されていることから、転換が
進んでいる。

ある一定以上、転換が進むとその後の
転換度合いは横ばいになってしまう。 4

8 契約保養施設 加入者の心身の保養 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 - 随時。 昨年と同じスキームで実施しているた

め、流れが加入者に浸透している。 特になし。 5

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア ア：加入者構成 加入者構成の分析 -

イ イ：埋葬手当傾向 その他 -

ウ ウ：傷病手当金傾向 健康リスク分析 -

エ エ：医療費構成 医療費・患者数分析 -

オ オ：前期高齢者の個別リスク状況 健康リスク分析 -

カ カ：メタボ予備群の状況 特定健診分析 -
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キ キ：歯科・調剤 医療費・患者数分析 -
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STEP１-３ 基本分析で現状を把握する ア）加入者構成

✓40～64歳の男性に多いメタボ系疾患に注目する必要がある。

✓65歳以上（前期高齢者）の医療リスクに着目する必要がある。

✓加入者は増加

✓被保険者比率は増加

✓女性比率は増加

✓前期高齢者（65歳以上）は増加

                                                                  

      
      

            
      

     
               

      

                         

 

     

      

      

      

      

                    

        

      
      

            
      

     
                

      

                         

 

     

      

      

      

      

                    

            

        の    加入者    

 加入者 は               増加  いる。男女 増加率に     は
 い。被保険者の増加率に比  被  者 の増加率は  い。

加入者   

加入者   男女   

    

    

     

   

    

    

    

加入者   被保険者 被  者   

    

     

   

    

    

                                                                  

        の    加入者    

  ～  歳の男性が  多   の        るが     にある。   被保険
者の女性比率は  増加（           増） 。 に  歳～  歳の増加率が  い。

加入者   
（被保険者）

     
          

          

                    

                         

     
                    

                    

                    

                         

     
                    

                    

  

  

   

   

   

   

   

   

   

   

                    

    

       

         

         

       

       

         

         

       

                                                                  

        の    加入者    

被保険者に  る  は   ～  歳の男性   ～  歳の女性が      高   
      ～  歳の女性が           いる。

加入者  の比 
（被保険者 男女比率）

加入者       

                                              ）

        

         

     者     者  

                          

                

      
                          

                

      
                          

                

      
                      

                

1/1
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STEP１-３ 基本分析で現状を把握する イ）埋葬手当傾向

1/1
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STEP１-３ 基本分析で現状を把握する ウ）傷病手当金傾向

1/1
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STEP１-３ 基本分析で現状を把握する エ）主要疾病別医療費、患者率の推移

1/1
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STEP１-３ 基本分析で現状を把握する オ）前期高齢者の個別リスク状況

1/1
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STEP１-３ 基本分析で現状を把握する カ）メタボ予備群

1/1
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STEP１-３ 基本分析で現状を把握する キ）歯科・調剤医療費

1/1
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1

＜メタボ系基礎疾患に関する課題＞
・基礎疾患の患者率が増加傾向(年代が上がるごとに上昇傾向)
・特に糖尿病・脂質異常症の患者率が高い
・2018-2022年度比で未治療の要治療対象者割合が増加している（特に拡張
期血圧の増加幅が大きい）
・40〜60代男性の患者率が高い（糖尿病は、20〜30代男性の患者率も高い
）

 ・特定保健指導の実施率の向上
→実施率の向上を目指し、特に参加率の低い事業所は督促回数を増やす
など重点的にアプローチできるよう事業所の協力を仰ぐ
・若年層向け保健指導の実施検討
→若年層（40歳未満）に向けても保健指導を実施することで、特定保健
指導の対象となる前から早期に対応を開始できるようにする



2
＜メタボ系重症疾患に関する課題＞
・重症疾患の患者一人あたり医療費は減少傾向にあるが、脳梗塞の医療費と
患者一人あたり医療費は大幅に増加している
・50〜60代男性の医療費が高い

 ・重症化予防プログラムへの参加勧奨の強化
→未申込者への参加勧奨を強化する 

3

＜悪性新生物に関する課題＞
・医療費総額と加入者一人あたり医療費が高い
・2021-2022年度比で加入者一人あたり医療費が大幅に増加している
・白血病と乳がんの医療費∕患者一人あたり医療費が大幅に増加しており、
特に白血病は重症患者が平均を引き上げていると考えられる（白血病に関し
ては組合での対策は難しい）
・直腸がん(特に60代) 、肺がん(特に40代)の男性患者一人あたり医療費が高
い傾向にある

 ・がん検診（郵送検診含む）・人間ドックの費用補助を継続実施
・がん検診（郵送検診含む）の受診勧奨を強化する
・女性加入者に対して、乳がん検診の受診勧奨を行う



4
＜精神神経系疾患に関する課題＞
・患者率が増加傾向にある
・女性の患者一人あたり医療費が高い（特に20代）
・精神神経系疾患の傷病手当支給者数は、30代が最も多く、次いで20代、4
0代の順に多い

 ・傷病手当金の支給状況を事業主へ継続連携
→健康スコアリングレポートをもとに精神神経系疾患による傷病手当金
支給状況を事業主に連携し、対策の実施を促す



基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1

・2021年度〜2022年度にかけて加入者が約1000名増加したが加入者構成に大きな変化はな
く、被保険者比率と被扶養者比率にも大きな差はない。
・被保険者の約68%が男性。特に、40〜64歳男性が被保険者全体の約4割占めるが、減少傾
向にある。
・被保険者の女性比率は年々増加している。特に40〜64歳の増加率が大きい。
・健康保険組合内に医療専門職が不在。

 ・被保険者比率が非常に高い中年層のみならず、これから中年層に移行していく20〜39
歳の若年層の動向も含めて、まずは健保組合全体における医療費動向と健康状態を正確
に把握する必要がある。
・悪性新生物を理由とする加入者一人あたり医療費が群を抜いて高額となっている。
・医療専門職の不在により予防医学的所見が得らないため、外部事業者等の活用を検討
する。

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

ア，エ，カ

エ，カ

イ，ウ，エ

ア，イ，ウ，
エ
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1

・特定健診受診率は、2021年度が74.5％だったのが2022年度には81.4％となっており大きく
改善している。（被保険者：87.6%、被扶養者：57.5%）
・特定保健指導について、2021年度と2022年度を比較すると参加率・実施率ともに数値が下
がっている。
・重症化予防プログラム参加率も、2021年度と2022年度を比較すると数値が下がっている。
・精神疾患系疾患による休職者の低減を狙うには、コラボヘルスの実施が不可欠。
・メタボ系疾患患者・精神神経系疾患患者および調剤費の増加に対して健康に対する意識付
け（ポピュレーションアプローチ）が必要。

 ・特定健康診査および事業所健診の結果を集積し、一元管理を行う。
・健診結果の一元管理により、より精緻な課題分析を行う。
・被扶養者の健康診断実施率の向上を狙った施策を立てる。
・特定保健指導および重症化予防プログラムの参加率向上のための工夫を継続して行う
。
・健康経営に積極的な事業所とのコラボヘルスから取組みを実施する。

18



STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　予算措置なし 　健康管理事業推進委員会
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関誌発行・配布
　保健指導宣伝 　紙媒体送付・ｗｅｂによる育児支援・子育て両親のヘルスケア支援
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　疾病予防 　人間ドック補助
　疾病予防 　40歳未満の健診データ回収
　疾病予防 　がん検診
　疾病予防 　がん検診（郵送検診）
　疾病予防 　歯科健診 （被保険者）
　疾病予防 　若年層向け保健指導
　疾病予防 　禁煙外来
　疾病予防 　生活習慣病重症化予防
　疾病予防 　二次検診受診勧奨
　疾病予防 　予防接種補助
　直営保養所 　契約保養施設
　その他 　ジェネリック転換促進
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
①加入者（社員とその家族）の健康維持・増進
・生活習慣病の重症化を予防し、将来における病気のリスクを低減する
・がん検診、早期発見による死亡者を低減する
・コラボヘルスによる精神神経系疾患起因の休職者を低減する
②医療費の適正化
③効率的・効果的な保健事業の運営

事業全体の目標
・特定健康診査受診率90％達成（被保険者：100％、被扶養者：80％）
・特定保健指導実施率60％達成（被保険者：90％、被扶養者：30％）
・生活習慣病重症化予防プログラム実施率30%達成（被保険者：50％、被扶養者：10％）
・精神神経系疾患起因による休職日数10％削減
・がん検診受診率の向上、および受診案内通知回数年２回実施
・歯科検診受診率の向上、および受診案内通知年2回実施
・ジェネリック医薬品転換促進の実施
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職場環境の整備
- - - - - -

予
算
措
置
な
し

1 既
存

健康管理事業
推進委員会

一部の
事業所 男女

20
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員,被
保険者,
被扶養
者,基準
該当者

３ キ - ア -

・健診データの回収、特
定保健指導への参加につ
いて、各事業所に督促を
依頼する ​・事業所別に加
入者の健康状態をスコア
化したものを開示する
・国の健康スコアは事業
所ごとにもらえるように
事業所コードを登録する

・健診データの回収、特
定保健指導への参加につ
いて、各事業所に督促を
依頼する
・事業所別の健康スコア
を各事業所に連携する

・健診データの回収、特
定保健指導への参加につ
いて、各事業所に督促を
依頼する
・事業所別の健康スコア
を各事業所に連携する

・健診データの回収、特
定保健指導への参加につ
いて、各事業所に督促を
依頼する
・事業所別の健康スコア
を各事業所に連携する

・健診データの回収、特
定保健指導への参加につ
いて、各事業所に督促を
依頼する
・事業所別の健康スコア
を各事業所に連携する

・健診データの回収、特
定保健指導への参加につ
いて、各事業所に督促を
依頼する
・事業所別の健康スコア
を各事業所に連携する

健康スコアを活用した事業主主体の健康改
善計画の推進支援を実施することによるコ
ラボヘルスの実現

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・基礎疾患の患者率が増加傾向(年
代が上がるごとに上昇傾向)
・特に糖尿病・脂質異常症の患者
率が高い
・2018-2022年度比で未治療の要
治療対象者割合が増加している（
特に拡張期血圧の増加幅が大きい
）
・40〜60代男性の患者率が高い（
糖尿病は、20〜30代男性の患者率
も高い）
＜メタボ系重症疾患に関する課題
＞
・重症疾患の患者一人あたり医療
費は減少傾向にあるが、脳梗塞の
医療費と患者一人あたり医療費は
大幅に増加している
・50〜60代男性の医療費が高い
＜精神神経系疾患に関する課題＞
・患者率が増加傾向にある
・女性の患者一人あたり医療費が
高い（特に20代）
・精神神経系疾患の傷病手当支給
者数は、30代が最も多く、次いで2
0代、40代の順に多い

スコア配布事業所割合 (9事業所)(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100
％　令和11年度：100％)- 健康改善計画の提出割合(9事業所)(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)-

加入者への意識づけ
- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

2 既
存

機関誌発行・
配布 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス - ク -

機関誌は、広報や情報提
供として、健康トピック
スやライフスタイルを提
案する。育児情報誌は、
出産後の育児支援として
情報提供。

機関誌は、広報や情報提
供として、健康トピック
スやライフスタイルを提
案する。育児情報誌は、
出産後の育児支援として
情報提供。

機関誌は、広報や情報提
供として、健康トピック
スやライフスタイルを提
案する。育児情報誌は、
出産後の育児支援として
情報提供。

機関誌は、広報や情報提
供として、健康トピック
スやライフスタイルを提
案する。育児情報誌は、
出産後の育児支援として
情報提供。

機関誌は、広報や情報提
供として、健康トピック
スやライフスタイルを提
案する。育児情報誌は、
出産後の育児支援として
情報提供。

機関誌は、広報や情報提
供として、健康トピック
スやライフスタイルを提
案する。育児情報誌は、
出産後の育児支援として
情報提供。

紙面情報提供による健康意識向上

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・基礎疾患の患者率が増加傾向(年
代が上がるごとに上昇傾向)
・特に糖尿病・脂質異常症の患者
率が高い
・2018-2022年度比で未治療の要
治療対象者割合が増加している（
特に拡張期血圧の増加幅が大きい
）
・40〜60代男性の患者率が高い（
糖尿病は、20〜30代男性の患者率
も高い）
＜悪性新生物に関する課題＞
・医療費総額と加入者一人あたり
医療費が高い
・2021-2022年度比で加入者一人
あたり医療費が大幅に増加してい
る
・白血病と乳がんの医療費∕患者
一人あたり医療費が大幅に増加し
ており、特に白血病は重症患者が
平均を引き上げていると考えられ
る（白血病に関しては組合での対
策は難しい）
・直腸がん(特に60代) 、肺がん(特
に40代)の男性患者一人あたり医療
費が高い傾向にある

配布回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)- 効果が測定できないため
(アウトカムは設定されていません)

1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300

2,5 新
規

紙媒体送付・
ｗｅｂによる
育児支援・子
育て両親のヘ
ルスケア支援

全て 男女
20
〜
50

その他 １ ス
支援対象となる新生児が
誕生した被保険者又は被
扶養者の家庭に子育て支
援冊子を配布する。

シ
子育て支援冊子は委託先
（（株）赤ちゃんとママ
社）より個人宅へ発送す
る。

新生児の両親へ、紙媒体
・ｗｅｂにて子育て情報
・メンタルヘルス情報等
を提供する。

新生児の両親へ、紙媒体
・ｗｅｂにて子育て情報
・メンタルヘルス情報等
を提供する。

新生児の両親へ、紙媒体
・ｗｅｂにて子育て情報
・メンタルヘルス情報等
を提供する。

新生児の両親へ、紙媒体
・ｗｅｂにて子育て情報
・メンタルヘルス情報等
を提供する。

新生児の両親へ、紙媒体
・ｗｅｂにて子育て情報
・メンタルヘルス情報等
を提供する。

新生児の両親へ、紙媒体
・ｗｅｂにて子育て情報
・メンタルヘルス情報等
を提供する。

育児と健康に関する情報を紙媒体とｗｅｂ
により個人宅にお届けし、育児情報として
親のメンタルのサポートを実施することで
子供と親のウェルビーイングの向上を事業
目標としている。また乳幼児医療費の抑制
を促進することを事業目標としている。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

対象者全員に情報等を提供(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和
11年度：100％)支援対象となる新生児が誕生した被保険者又は被扶養者の家庭に子育て支援冊子を配布する。

効果が測定できない為
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業
- - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健康診査 全て 男女
40
〜
74

被保険
者 ３ ウ,ケ,サ

・9事業所については健康
管理推進委員会で人事に
直接アプローチ(被保険者
のみ)
・9事業所以外について個
別にアプローチ(被保険者
のみ)

ア,イ,ウ,ク -

＜被保険者＞事業主の法
定健診時に実施し健診結
果を共有。
＜被扶養者・任意継続被
保険者＞被保険者と健診
項目と同等実施。被保険
者を通じた受診案内送付
。未受診被扶養者に対し
個別受診案内実施。

＜被保険者＞事業主の法
定健診時に実施し健診結
果を共有。
＜被扶養者・任意継続被
保険者＞被保険者と健診
項目と同等実施。被保険
者を通じた受診案内送付
。未受診被扶養者に対し
個別受診案内実施。

＜被保険者＞事業主の法
定健診時に実施し健診結
果を共有。
＜被扶養者・任意継続被
保険者＞被保険者と健診
項目と同等実施。被保険
者を通じた受診案内送付
。未受診被扶養者に対し
個別受診案内実施。

＜被保険者＞事業主の法
定健診時に実施し健診結
果を共有。
＜被扶養者・任意継続被
保険者＞被保険者と健診
項目と同等実施。被保険
者を通じた受診案内送付
。未受診被扶養者に対し
個別受診案内実施。

＜被保険者＞事業主の法
定健診時に実施し健診結
果を共有。
＜被扶養者・任意継続被
保険者＞被保険者と健診
項目と同等実施。被保険
者を通じた受診案内送付
。未受診被扶養者に対し
個別受診案内実施。

＜被保険者＞事業主の法
定健診時に実施し健診結
果を共有。
＜被扶養者・任意継続被
保険者＞被保険者と健診
項目と同等実施。被保険
者を通じた受診案内送付
。未受診被扶養者に対し
個別受診案内実施。

健診受診率の向上

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・基礎疾患の患者率が増加傾向(年
代が上がるごとに上昇傾向)
・特に糖尿病・脂質異常症の患者
率が高い
・2018-2022年度比で未治療の要
治療対象者割合が増加している（
特に拡張期血圧の増加幅が大きい
）
・40〜60代男性の患者率が高い（
糖尿病は、20〜30代男性の患者率
も高い）

健診受診案内通知回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 特定健診レベル非肥満　基準範囲内割合 (被保険者)※健保連システム参照(【実績値】30.3％　【目標値】令和6年度：29.1％　令和7年度：28.7％　令和8年度：28.3％　令和9年度：27.9％　令和10年度：27.5％　
令和11年度：27.2％)-

特定健診受診率(被保険者)(【実績値】87.6％　【目標値】令和6年度：88.3％　令和7年度：89.0％　令和8年度：89.7％　令和9年度：90.4％　令和10年度：91.1％
　令和11年度：92.0％)- 生活習慣リスク保有者率(運動)(共通評価指標)(【実績値】61.3％　【目標値】令和6年度：61.3％　令和7年度：61.3％　令和8年度：61.3％　令和9年度：61.3％　令和10年度：61.3％　令和11年度：61.3％)-

特定健診受診率(被扶養者・任意継続被保険者)(【実績値】57.5％　【目標値】令和6年度：58.8％　令和7年度：60.1％　令和8年度：61.4％　令和9年度：62.7％　
令和10年度：64.0％　令和11年度：65.3％)- 生活習慣リスク保有者率(食生活)(共通評価指標)(【実績値】49.1％　【目標値】令和6年度：48.5％　令和7年度：48.3％　令和8年度：48.1％　令和9年度：48.1％　令和10年度：48.1％　令和11年度：48.1％)-

- 生活習慣リスク保有者率(睡眠)(共通評価指標)(【実績値】32.2％　【目標値】令和6年度：32.2％　令和7年度：32.2％　令和8年度：32.2％　令和9年度：32.2％　令和10年度：32.2％　令和11年度：32.2％)-
- 生活習慣リスク保有者率(飲酒)(共通評価指標)(【実績値】14.0％　【目標値】令和6年度：13.1％　令和7年度：12.8％　令和8年度：12.5％　令和9年度：12.2％　令和10年度：11.9％　令和11年度：11.9％)-

- - - - - -

特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

被保険
者,基準
該当者

３ オ,ク,ケ,サ - ウ -

・メタボリックシンドロ
ーム該当者と予備群への
個別面談による特定保健
指導の実施
・完了者へのインセンテ
ィブ付与

・メタボリックシンドロ
ーム該当者と予備群への
個別面談による特定保健
指導の実施
・より成果を重視した指
導会社（プログラム内容
）の検討、選定
・完了者へのインセンテ
ィブ付与

・メタボリックシンドロ
ーム該当者と予備群への
個別面談による特定保健
指導の実施
・より成果を重視した指
導会社（プログラム内容
）の検討、選定
・完了者へのインセンテ
ィブ付与

・メタボリックシンドロ
ーム該当者と予備群への
個別面談による特定保健
指導の実施
・より成果を重視した指
導会社（プログラム内容
）の検討、選定
・完了者へのインセンテ
ィブ付与

・メタボリックシンドロ
ーム該当者と予備群への
個別面談による特定保健
指導の実施
・より成果を重視した指
導会社（プログラム内容
）の検討、選定
・完了者へのインセンテ
ィブ付与

・メタボリックシンドロ
ーム該当者と予備群への
個別面談による特定保健
指導の実施
・より成果を重視した指
導会社（プログラム内容
）の検討、選定
・完了者へのインセンテ
ィブ付与

メタボリックシンドローム該当者の減少

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・基礎疾患の患者率が増加傾向(年
代が上がるごとに上昇傾向)
・特に糖尿病・脂質異常症の患者
率が高い
・2018-2022年度比で未治療の要
治療対象者割合が増加している（
特に拡張期血圧の増加幅が大きい
）
・40〜60代男性の患者率が高い（
糖尿病は、20〜30代男性の患者率
も高い）

保健指導の実施率（被保険者）(【実績値】50.1％　【目標値】令和6年度：50.9％　令和7年度：51.7％　令和8年度：52.5％　令和9年度：53.3％　令和10年度：
54.1％　令和11年度：55.0％)-

特定保健指導による特定保健指導対象者の減少率(共通評価指標)(【実績値】24.9％　【目標値】令和6年度：28.2％　令和7年度：29.3％　令和8年度：30.4％　令和9年度：31.5％　令和10年度：32.6％　令和11
年度：33.5％)-

保健指導の実施率（被扶養者・任意継続被保険者）(【実績値】45.2％　【目標値】令和6年度：46.8％　令和7年度：48.4％　令和8年度：50.0％　令和9年度：51.6
％　令和10年度：53.2％　令和11年度：55.0％)- 肥満解消率(共通評価指標)(【実績値】11.5％　【目標値】令和6年度：11.5％　令和7年度：11.5％　令和8年度：11.5％　令和9年度：11.5％　令和10年度：11.5％　令和11年度：11.5％)-

- - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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疾
病
予
防

3 既
存

人間ドック補
助 全て 男女

30
〜
74

被保険
者 １ ウ,ケ,サ - ウ,ク -

＜被保険者＞法定健診項
目に人間ドックと同等の
項目を付加し、自己健康
管理を促す。区切り年齢
に該当した方に実施。健
康の振り返りを促すもの
。
＜被扶養者・任意継続被
保険者＞特定健診対象を
除く40歳未満被扶養者に
、被保険者と同等の健診
を実施し、自己健康管理
を促す。

＜被保険者＞法定健診項
目に人間ドックと同等の
項目を付加し、自己健康
管理を促す。区切り年齢
に該当した方に実施。健
康の振り返りを促すもの
。
＜被扶養者・任意継続被
保険者＞特定健診対象を
除く40歳未満被扶養者に
、被保険者と同等の健診
を実施し、自己健康管理
を促す。

＜被保険者＞法定健診項
目に人間ドックと同等の
項目を付加し、自己健康
管理を促す。区切り年齢
に該当した方に実施。健
康の振り返りを促すもの
。
＜被扶養者・任意継続被
保険者＞特定健診対象を
除く40歳未満被扶養者に
、被保険者と同等の健診
を実施し、自己健康管理
を促す。

＜被保険者＞法定健診項
目に人間ドックと同等の
項目を付加し、自己健康
管理を促す。区切り年齢
に該当した方に実施。健
康の振り返りを促すもの
。
＜被扶養者・任意継続被
保険者＞特定健診対象を
除く40歳未満被扶養者に
、被保険者と同等の健診
を実施し、自己健康管理
を促す。

＜被保険者＞法定健診項
目に人間ドックと同等の
項目を付加し、自己健康
管理を促す。区切り年齢
に該当した方に実施。健
康の振り返りを促すもの
。
＜被扶養者・任意継続被
保険者＞特定健診対象を
除く40歳未満被扶養者に
、被保険者と同等の健診
を実施し、自己健康管理
を促す。

＜被保険者＞法定健診項
目に人間ドックと同等の
項目を付加し、自己健康
管理を促す。区切り年齢
に該当した方に実施。健
康の振り返りを促すもの
。
＜被扶養者・任意継続被
保険者＞特定健診対象を
除く40歳未満被扶養者に
、被保険者と同等の健診
を実施し、自己健康管理
を促す。

加入者の健診実施

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・基礎疾患の患者率が増加傾向(年
代が上がるごとに上昇傾向)
・特に糖尿病・脂質異常症の患者
率が高い
・2018-2022年度比で未治療の要
治療対象者割合が増加している（
特に拡張期血圧の増加幅が大きい
）
・40〜60代男性の患者率が高い（
糖尿病は、20〜30代男性の患者率
も高い）
＜メタボ系重症疾患に関する課題
＞
・重症疾患の患者一人あたり医療
費は減少傾向にあるが、脳梗塞の
医療費と患者一人あたり医療費は
大幅に増加している
・50〜60代男性の医療費が高い
＜悪性新生物に関する課題＞
・医療費総額と加入者一人あたり
医療費が高い
・2021-2022年度比で加入者一人
あたり医療費が大幅に増加してい
る
・白血病と乳がんの医療費∕患者
一人あたり医療費が大幅に増加し
ており、特に白血病は重症患者が
平均を引き上げていると考えられ
る（白血病に関しては組合での対
策は難しい）
・直腸がん(特に60代) 、肺がん(特
に40代)の男性患者一人あたり医療
費が高い傾向にある

人間ドック受診率(被保険者)(【実績値】11.2％　【目標値】令和6年度：12％　令和7年度：12％　令和8年度：12％　令和9年度：12％　令和10年度：12％　令和
11年度：12％)- 内臓脂肪症候群該当者割合(共通評価指標)(【実績値】11.7％　【目標値】令和6年度：11.7％　令和7年度：11.7％　令和8年度：11.7％　令和9年度：11.7％　令和10年度：11.7％　令和11年度：11.7％)-

人間ドック受診率(被扶養者・任意継続被保険者)(【実績値】14.9％　【目標値】令和6年度：15％　令和7年度：15％　令和8年度：15％　令和9年度：15％　令和1
0年度：15％　令和11年度：15％)- -

- - - - - -

3 新
規

40歳未満の健
診データ回収

一部の
事業所 男女

20
〜
39

被保険
者 ３ ウ,ケ,サ

・9事業所に対して健康管
理事業推進委員会にて40
歳未満の健診データの回
収を依頼する
・9事業所以外に対して個
別に40歳未満の健診デー
タの回収を依頼する
・健診機関に40歳未満の
健診データを健保に直接
連携してもらうよう依頼
する

ア,ウ -

・9事業所に対して健康管
理事業推進委員会にて40
歳未満の健診データの回
収を依頼する
・9事業所以外に対して個
別に40歳未満の健診デー
タの回収を依頼する
・健診機関に40歳未満の
健診データを健保に直接
連携してもらうよう依頼
する

・9事業所に対して健康管
理事業推進委員会にて40
歳未満の健診データの回
収を依頼する
・9事業所以外に対して個
別に40歳未満の健診デー
タの回収を依頼する
・健診機関に40歳未満の
健診データを健保に直接
連携してもらうよう依頼
する

・9事業所に対して健康管
理事業推進委員会にて40
歳未満の健診データの回
収を依頼する
・9事業所以外に対して個
別に40歳未満の健診デー
タの回収を依頼する
・健診機関に40歳未満の
健診データを健保に直接
連携してもらうよう依頼
する

・9事業所に対して健康管
理事業推進委員会にて40
歳未満の健診データの回
収を依頼する
・9事業所以外に対して個
別に40歳未満の健診デー
タの回収を依頼する
・健診機関に40歳未満の
健診データを健保に直接
連携してもらうよう依頼
する

・9事業所に対して健康管
理事業推進委員会にて40
歳未満の健診データの回
収を依頼する
・9事業所以外に対して個
別に40歳未満の健診デー
タの回収を依頼する
・健診機関に40歳未満の
健診データを健保に直接
連携してもらうよう依頼
する

・9事業所に対して健康管
理事業推進委員会にて40
歳未満の健診データの回
収を依頼する
・9事業所以外に対して個
別に40歳未満の健診デー
タの回収を依頼する
・健診機関に40歳未満の
健診データを健保に直接
連携してもらうよう依頼
する

40歳以上の健診データの把握

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・基礎疾患の患者率が増加傾向(年
代が上がるごとに上昇傾向)
・特に糖尿病・脂質異常症の患者
率が高い
・2018-2022年度比で未治療の要
治療対象者割合が増加している（
特に拡張期血圧の増加幅が大きい
）
・40〜60代男性の患者率が高い（
糖尿病は、20〜30代男性の患者率
も高い）
＜メタボ系重症疾患に関する課題
＞
・重症疾患の患者一人あたり医療
費は減少傾向にあるが、脳梗塞の
医療費と患者一人あたり医療費は
大幅に増加している
・50〜60代男性の医療費が高い

40歳未満の健診データ提出事業所数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：9件　令和7年度：9件　令和8年度：9件　令和9年度：9件　令和10年度：9件　令和11年
度：9件)-

-
(アウトカムは設定されていません)

40歳未満の健診データ回収率(【実績値】19.8％　【目標値】令和6年度：40％　令和7年度：45％　令和8年度：50％　令和9年度：55％　令和10年度：60％　令和
11年度：65％)- -

- - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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3 既
存 がん検診 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員 ３ ウ,ケ,サ

・胃がん・肺がん・大腸
がんは健保が一部費用補
助、子宮がん検診は健保
が全額負担
（婦人科検診に関して、
三菱地所は事業所が費用
を負担）

ウ -
5大がん検診の費用補助を
実施（一部事業所は婦人
科検診のみ事業所側が費
用補助を実施）

5大がん検診の費用補助を
実施（一部事業所は婦人
科検診のみ事業所側が費
用補助を実施）

5大がん検診の費用補助を
実施（一部事業所は婦人
科検診のみ事業所側が費
用補助を実施）

5大がん検診の費用補助を
実施（一部事業所は婦人
科検診のみ事業所側が費
用補助を実施）

5大がん検診の費用補助を
実施（一部事業所は婦人
科検診のみ事業所側が費
用補助を実施）

5大がん検診の費用補助を
実施（一部事業所は婦人
科検診のみ事業所側が費
用補助を実施）

がん検診の実施

＜悪性新生物に関する課題＞
・医療費総額と加入者一人あたり
医療費が高い
・2021-2022年度比で加入者一人
あたり医療費が大幅に増加してい
る
・白血病と乳がんの医療費∕患者
一人あたり医療費が大幅に増加し
ており、特に白血病は重症患者が
平均を引き上げていると考えられ
る（白血病に関しては組合での対
策は難しい）
・直腸がん(特に60代) 、肺がん(特
に40代)の男性患者一人あたり医療
費が高い傾向にある

受診案内通知回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 健康診断と同時実施のため
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

3 既
存

がん検診（郵
送検診） 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ウ,ケ - ウ -

大腸がん、胃がん、子宮
頸がんに関する検診を郵
送にて実施する。また、
各種がん原因に着目した
がん検診項目の拡大を検
討する。

大腸がん、胃がん、子宮
頸がんに関する検診を郵
送にて実施する。また、
各種がん原因に着目した
がん検診項目の拡大を検
討する。

大腸がん、胃がん、子宮
頸がんに関する検診を郵
送にて実施する。また、
各種がん原因に着目した
がん検診項目の拡大を検
討する。

大腸がん、胃がん、子宮
頸がんに関する検診を郵
送にて実施する。また、
各種がん原因に着目した
がん検診項目の拡大を検
討する。

大腸がん、胃がん、子宮
頸がんに関する検診を郵
送にて実施する。また、
各種がん原因に着目した
がん検診項目の拡大を検
討する。

大腸がん、胃がん、子宮
頸がんに関する検診を郵
送にて実施する。また、
各種がん原因に着目した
がん検診項目の拡大を検
討する。

がん検診の実施

＜悪性新生物に関する課題＞
・医療費総額と加入者一人あたり
医療費が高い
・2021-2022年度比で加入者一人
あたり医療費が大幅に増加してい
る
・白血病と乳がんの医療費∕患者
一人あたり医療費が大幅に増加し
ており、特に白血病は重症患者が
平均を引き上げていると考えられ
る（白血病に関しては組合での対
策は難しい）
・直腸がん(特に60代) 、肺がん(特
に40代)の男性患者一人あたり医療
費が高い傾向にある

受診案内通知回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- -
(アウトカムは設定されていません)

受検者数(【実績値】1,200人　【目標値】令和6年度：1,200人　令和7年度：1,200人　令和8年度：1,200人　令和9年度：1,200人　令和10年度：1,200人　令和11
年度：1,200人)- -

- - - - - -

3 既
存

歯科健診 （被
保険者） 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ウ,ケ,サ - ウ -

歯石除去、口腔の清掃、
衛生教育、ブラッシング
指導を実施。口腔の健康
意識向上につなげる取り
組み。

歯石除去、口腔の清掃、
衛生教育、ブラッシング
指導を実施。口腔の健康
意識向上につなげる取り
組み。

歯石除去、口腔の清掃、
衛生教育、ブラッシング
指導を実施。口腔の健康
意識向上につなげる取り
組み。

歯石除去、口腔の清掃、
衛生教育、ブラッシング
指導を実施。口腔の健康
意識向上につなげる取り
組み。

歯石除去、口腔の清掃、
衛生教育、ブラッシング
指導を実施。口腔の健康
意識向上につなげる取り
組み。

歯石除去、口腔の清掃、
衛生教育、ブラッシング
指導を実施。口腔の健康
意識向上につなげる取り
組み。

歯科健診・口腔保健指導の実施 該当なし

歯科検診実施人数(【実績値】32人　【目標値】令和6年度：50人　令和7年度：50人　令和8年度：50人　令和9年度：50人　令和10年度：50人　令和11年度：50
人)-

効果が測定できないため
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

4 新
規

若年層向け保
健指導 全て 男女

20
〜
39

被保険
者 ３ オ,ク,ケ - ウ - 若年層向け保健指導のス

キーム検討
若年層向け保健指導のス
キーム検討

若年層向け保健指導のス
キーム検討

若年層向け保健指導の実
施

若年層向け保健指導の実
施

若年層向け保健指導の実
施

若年層のメタボリックシンドローム該当者
の減少

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・基礎疾患の患者率が増加傾向(年
代が上がるごとに上昇傾向)
・特に糖尿病・脂質異常症の患者
率が高い
・2018-2022年度比で未治療の要
治療対象者割合が増加している（
特に拡張期血圧の増加幅が大きい
）
・40〜60代男性の患者率が高い（
糖尿病は、20〜30代男性の患者率
も高い）

若年層向け保健指導の参加率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：0％　令和7年度：0％　令和8年度：0％　令和9年度：30％　令和10年度：30％　令和11年度：3
0％)-

-
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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5 新
規 禁煙外来 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,基準
該当者

１ ク,ケ - ウ - 禁煙外来による禁煙率低
減施策を実施

禁煙外来による禁煙率低
減施策を実施

禁煙外来による禁煙率低
減施策を実施

禁煙外来による禁煙率低
減施策を実施

禁煙外来による禁煙率低
減施策を実施

禁煙外来による禁煙率低
減施策を実施

喫煙率の低減による、がん・生活習慣病発
症リスクの低減

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・基礎疾患の患者率が増加傾向(年
代が上がるごとに上昇傾向)
・特に糖尿病・脂質異常症の患者
率が高い
・2018-2022年度比で未治療の要
治療対象者割合が増加している（
特に拡張期血圧の増加幅が大きい
）
・40〜60代男性の患者率が高い（
糖尿病は、20〜30代男性の患者率
も高い）
＜メタボ系重症疾患に関する課題
＞
・重症疾患の患者一人あたり医療
費は減少傾向にあるが、脳梗塞の
医療費と患者一人あたり医療費は
大幅に増加している
・50〜60代男性の医療費が高い
＜悪性新生物に関する課題＞
・医療費総額と加入者一人あたり
医療費が高い
・2021-2022年度比で加入者一人
あたり医療費が大幅に増加してい
る
・白血病と乳がんの医療費∕患者
一人あたり医療費が大幅に増加し
ており、特に白血病は重症患者が
平均を引き上げていると考えられ
る（白血病に関しては組合での対
策は難しい）
・直腸がん(特に60代) 、肺がん(特
に40代)の男性患者一人あたり医療
費が高い傾向にある

禁煙外来実施人数(【実績値】5人　【目標値】令和6年度：5人　令和7年度：5人　令和8年度：5人　令和9年度：5人　令和10年度：5人　令和11年度：5人)- 生活習慣リスク保有者率(喫煙)(共通評価指標)(【実績値】17.8％　【目標値】令和6年度：16.8％　令和7年度：16.4％　令和8年度：16.0％　令和9年度：15.6％　令和10年度：15.2％　令和11年度：15.0％)-
- - - - - -

4 既
存

生活習慣病重
症化予防 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
１ イ,オ,ク,ケ ・若年層へのアプローチ

強化 イ,ウ,カ -

・メタボ重症化傾向対象
者に入院や通院、電話等
による遠隔指導の実施
・期間中は医師の管理の
もと、治療及び食事指導
、運動指導などを実施
・入院を契機に意識改革
を実施
・完了者へのインセンテ
ィブ付与

・メタボ重症化傾向対象
者に入院や通院、電話等
による遠隔指導の実施
・期間中は医師の管理の
もと、治療及び食事指導
、運動指導などを実施
・入院を契機に意識改革
を実施
・完了者へのインセンテ
ィブ付与

・メタボ重症化傾向対象
者に入院や通院、電話等
による遠隔指導の実施
・期間中は医師の管理の
もと、治療及び食事指導
、運動指導などを実施
・入院を契機に意識改革
を実施
・完了者へのインセンテ
ィブ付与

・メタボ重症化傾向対象
者に入院や通院、電話等
による遠隔指導の実施
・期間中は医師の管理の
もと、治療及び食事指導
、運動指導などを実施
・入院を契機に意識改革
を実施
・完了者へのインセンテ
ィブ付与

・メタボ重症化傾向対象
者に入院や通院、電話等
による遠隔指導の実施
・期間中は医師の管理の
もと、治療及び食事指導
、運動指導などを実施
・入院を契機に意識改革
を実施
・完了者へのインセンテ
ィブ付与

・メタボ重症化傾向対象
者に入院や通院、電話等
による遠隔指導の実施
・期間中は医師の管理の
もと、治療及び食事指導
、運動指導などを実施
・入院を契機に意識改革
を実施
・完了者へのインセンテ
ィブ付与

メタボ系高リスク者の教育入院実施

＜メタボ系重症疾患に関する課題
＞
・重症疾患の患者一人あたり医療
費は減少傾向にあるが、脳梗塞の
医療費と患者一人あたり医療費は
大幅に増加している
・50〜60代男性の医療費が高い

生活習慣改善指導の実施率(【実績値】20％　【目標値】令和6年度：22.8％　令和7年度：24.2％　令和8年度：25.6％　令和9年度：27.0％　令和10年度：28.4％　
令和11年度：30.0％)- 疾患予備群の状態コントロール割合ー高血圧症(【実績値】82.7％　【目標値】令和6年度：82.7％　令和7年度：82.7％　令和8年度：82.7％　令和9年度：82.7％　令和10年度：82.7％　令和11年度：82.7％)-

- 疾患予備群の状態コントロール割合ー糖尿病(【実績値】97.9％　【目標値】令和6年度：97.9％　令和7年度：97.9％　令和8年度：97.9％　令和9年度：97.9％　令和10年度：97.9％　令和11年度：97.9％)-
- 疾患予備群の状態コントロール割合ー脂質異常症(【実績値】72.7％　【目標値】令和6年度：72.7％　令和7年度：72.7％　令和8年度：72.7％　令和9年度：72.7％　令和10年度：72.7％　令和11年度：72.7％)-

- - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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4 既
存

二次検診受診
勧奨 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
１ ウ,ク,ケ - ア,カ - 健診結果　陽性者に二次

検査、通院勧奨を実施。
健診結果　陽性者に二次
検査、通院勧奨を実施。

健診結果　陽性者に二次
検査、通院勧奨を実施。

健診結果　陽性者に二次
検査、通院勧奨を実施。

健診結果　陽性者に二次
検査、通院勧奨を実施。

健診結果　陽性者に二次
検査、通院勧奨を実施。 がんの早期発見

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・基礎疾患の患者率が増加傾向(年
代が上がるごとに上昇傾向)
・特に糖尿病・脂質異常症の患者
率が高い
・2018-2022年度比で未治療の要
治療対象者割合が増加している（
特に拡張期血圧の増加幅が大きい
）
・40〜60代男性の患者率が高い（
糖尿病は、20〜30代男性の患者率
も高い）
＜メタボ系重症疾患に関する課題
＞
・重症疾患の患者一人あたり医療
費は減少傾向にあるが、脳梗塞の
医療費と患者一人あたり医療費は
大幅に増加している
・50〜60代男性の医療費が高い
＜悪性新生物に関する課題＞
・医療費総額と加入者一人あたり
医療費が高い
・2021-2022年度比で加入者一人
あたり医療費が大幅に増加してい
る
・白血病と乳がんの医療費∕患者
一人あたり医療費が大幅に増加し
ており、特に白血病は重症患者が
平均を引き上げていると考えられ
る（白血病に関しては組合での対
策は難しい）
・直腸がん(特に60代) 、肺がん(特
に40代)の男性患者一人あたり医療
費が高い傾向にある

二次検査受診率(【実績値】30.6％　【目標値】令和6年度：34.1％　令和7年度：37.6％　令和8年度：41.1％　令和9年度：44.6％　令和10年度：48.1％　令和11
年度：51.6％)アンケートにて集計

効果が測定できないため
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

8 既
存 予防接種補助 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ク,ケ - ウ,カ -

インフルエンザワクチン
接種等の各種予防接種の
実施、または実施した加
入者への補助を行う。

インフルエンザワクチン
接種等の各種予防接種の
実施、または実施した加
入者への補助を行う。

インフルエンザワクチン
接種等の各種予防接種の
実施、または実施した加
入者への補助を行う。

インフルエンザワクチン
接種等の各種予防接種の
実施、または実施した加
入者への補助を行う。

インフルエンザワクチン
接種等の各種予防接種の
実施、または実施した加
入者への補助を行う。

インフルエンザワクチン
接種等の各種予防接種の
実施、または実施した加
入者への補助を行う。

感染症の予防 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

補助回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 効果が測定できないため
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -
直
営
保
養
所

8 既
存 契約保養施設 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 ３ ア,ス - ク -

加入者の心身のれフレッ
シュのため、契約保養施
設の提供、運営管理を行
う。

加入者の心身のれフレッ
シュのため、契約保養施
設の提供、運営管理を行
う。

加入者の心身のれフレッ
シュのため、契約保養施
設の提供、運営管理を行
う。

加入者の心身のれフレッ
シュのため、契約保養施
設の提供、運営管理を行
う。

加入者の心身のれフレッ
シュのため、契約保養施
設の提供、運営管理を行
う。

加入者の心身のれフレッ
シュのため、契約保養施
設の提供、運営管理を行
う。

加入者の心身の保養 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

宿泊補助回数(【実績値】6回　【目標値】令和6年度：6回　令和7年度：6回　令和8年度：6回　令和9年度：6回　令和10年度：6回　令和11年度：6回)- 効果が測定できないため
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

そ
の
他

7 既
存

ジェネリック
転換促進 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
１ ク,ケ - ウ,カ -

ジェネリック医薬品への
切り替えを徹底するため
、転換可能額が500円以上
の対象者に対して転換促
進通知を実施。

ジェネリック医薬品への
切り替えを徹底するため
、転換可能額が500円以上
の対象者に対して転換促
進通知を実施。

ジェネリック医薬品への
切り替えを徹底するため
、転換可能額が500円以上
の対象者に対して転換促
進通知を実施。

ジェネリック医薬品への
切り替えを徹底するため
、転換可能額が500円以上
の対象者に対して転換促
進通知を実施。

ジェネリック医薬品への
切り替えを徹底するため
、転換可能額が500円以上
の対象者に対して転換促
進通知を実施。

ジェネリック医薬品への
切り替えを徹底するため
、転換可能額が500円以上
の対象者に対して転換促
進通知を実施。

ジェネリック医薬品への切り替え 該当なし

ジェネリック切替案内配布回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度
：2回)- 後発医薬品の使用割合（共通評価指標）(【実績値】77.8％　【目標値】令和6年度：80.0％　令和7年度：80.0％　令和8年度：80.0％　令和9年度：80.0％　令和10年度：80.0％　令和11年度：80.0％)-

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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